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はじめに② 

≪トレーニング問題集の使い方≫ 

 

１．トレーニング問題集の位置づけ 

トレーニング問題集は、過去に出題された宅建試験問題のうち重要な問題を厳

選し収録したアウトプット教材です。テキストで重要論点の学習をした後に、こ

の問題集を繰り返し解き込むことで、宅建試験合格に必要な解答力を身につける

ことができます。 

 

２．トレーニング問題集の仕様(記載例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ ●●●●● 2020⑫(令２⑫)・問30 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

<ランク> 

『AA』：2017 年(H29)～2021 年(R3)の宅建試験で出題された重要問題 

『Ａ』：2012 年(H24)～2016 年(H28)の宅建試験で出題された重要問題 

『Ｂ』：2011 年(H23)以前の宅建試験で出題された重要問題 
『Ｃ』：難解な選択肢等が複数含まれているため学習優先度が低い問題 

 

※ 合格するためには、近年の重要過去試験問題である『ＡA』・『A』ランク問

題を重点的に解き込む必要があります。『AA』→『A』→『B』の順に解答す

ると効率的です。『C』ランク問題は、難解な問題であるため時間に余裕のあ

る方のみチャレンジしてください。 

 

<タイトル> 

おおまかな出題項目を示します。 

<出題年・問題番号> 

・宅建試験に出題された年とその問題番号を示します。 

この上例の表記は、｢2020年12月試験｣の｢問30｣で出題されたことを示

します。(※なお、宅建試験は年１回(10月)に実施されていますが、2020

年と2021年は特別に10月と12月に試験が実施され、10月試験は｢⑩｣・

12月試験は｢⑫｣と表記しています。) 

・法令の改正等により修正を加えた問題には、｢問▲改｣と表記しています。 

・当校のオリジナル問題には｢OR｣と表記しています。 



 

はじめに③ 

<問題の選択肢・解答解説> 

(問題の選択肢) 
☆ 

『基礎講義テキスト』未収録の選択肢ですが、押さえておきた

い論点であるため、この選択肢を通じて理解しておきましょう。 

(問題の選択肢) 
★ 

『基礎講義テキスト』未収録、かつ、難解な選択肢であるため、

時間に余裕のある方のみ学習してください。 
 

(解答解説) 
P.▲▲ 

『基礎講義テキスト』の該当ページを示します。学習する際の

目安として活用ください。 

(解答解説) 
宅 11 テ キ ス ト 
P.▲▲ 

～｢宅建士 11｣にお申込みの方はコチラ～ 

『宅建士11レクチャーテキスト』の該当ページを示します。学

習する際の目安として活用ください。 

 

 



 

はじめに④ 

３．トレーニング問題集の活用方法 

テキストを読んでばかりいても、合格することはできません。合格を勝ち取

るためには、トレーニング問題集を何度も解き込む必要があります。しかし、

ただ単に問題を解き、正解を出すだけでは、合格する力はつきません。ここで

は、効果的なトレーニング問題集の活用方法を紹介します。 

 

(1) 理由付けをする！ 苦手な問題を把握する！ 

トレーニング問題集を解く際に重要となるのが、「誤っている・該当しない・

違反する」などの選択肢が、「なぜ誤っているのか？・なぜ該当しないのか？・

なぜ違反するのか？」などといった理由付けをしっかり行いながら解き込むこ

とです！ 

｢Check欄｣を利用し、問題文を覚えてしまうくらい解き込みましょう！ 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不 足の 肢  

にはレ 印を ！  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

１･２  

３･４  

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 

 

 

｢理解度｣欄に、｢○｣・｢△｣・｢×｣をつけながら、問題を解く！ 

○ 
正解を出すことができた。さらに、｢誤っている選択肢｣について、

誤っている理由付けが完璧にできた。 

△ 
正解を出すことができた。但し、｢誤っている選択肢｣について、誤

っている理由付けをすることができなかった、又は、曖昧であった。 

× 
正解を出すことができなかった。当然に、｢誤っている選択肢｣につ

いて、誤っている理由付けをすることが全くできなかった。 

◇｢△・×が続く問題｣がご自身が苦手としている問題です。この｢△・×が続

く苦手な問題｣を確実に克服していくことが、合格への絶対条件になります。 

◇｢△・×が続く苦手な問題｣を記録し把握しておけば、｢学習時間があまり取れ

ない時期の復習｣や｢直前期の総復習｣などにも、大いに役立ちます。 

 



 

はじめに⑤ 

(2) 合格を勝ち取るためのモデル学習法 

トレーニング問題集は、最低でも８回転を目標に頑張って解き込みましょう！ 
 

次の講 

義まで 

｢どんなことを学習したか？｣･･･。記憶が残っている早い段階で、テキ

ストをサラリと読み返す。まずは、１問１答･○×式問題で復習！ 

続いて、トレーニング問題（四肢択一式問題）にチャレンジ！ 
・次の講義までに３回転できれば理想的です。 
・ランク『AA』・『A』(直近 10 年分の重要過去試験問題)は、合格する

ためには必須の問題です。『AA』→『A』→『Ｂ』の順に解答すると
効率的です。 

１回転目・・・１回転目はまったく解答できない･･･のが、当たり前で
す。そこで問題を一読したら、すぐに解答解説をみてしまいましょう。
｢問題＆解答解説｣を使って、知識を吸収するといった感じで OK です。 

２回転目・・・１回転目でインプットした基礎知識をもとに、１肢ごと
丁寧に、理由付けを行いながら解答してみましょう。理由付けができ
ない選択肢は、解答解説・テキストで徹底的に確認！ 

３回転目・・・１～２回転目で苦労した分、わからない選択肢が減り、
解答スピードもアップしはじめます。｢Check 欄｣をフル活用しなが
ら、解き進めていきましょう。 

定例試 

験まで 

４回転目 

◇解けていたはずの問題も、しばらく時間がたつと、残念ながらサッパ
リ解けなくなってしまいます…。これにめげず、記憶に再インプット
しながら解き込みます。 

◇定例試験の目標点は、20 問中 18 点以上です。定例試験を目標に、
｢△・×が多い苦手な問題｣は、重点的に解き直しましょう。 

 

直前期 

まで 
(8 月末 

頃まで) 

５回転目・６回転目 

◇学習中の科目 (例えば、法令上の制限)と並行しつつ、既学習科目(例えば、

宅建業法や権利関係)のトレーニング問題集も定期的に解き直すことが
重要です。この既学習科目の復習を放置すれば、解けていたはずの問
題がサッパリ解けなくなってしまいますので、記憶に再インプットし
ながらの解き込みは、必要不可欠です。 

◇最後の科目となる｢法令上の制限・税その他｣の定例試験実施時に、｢全
科目のトレーニング問題集の復習が 80％程度完了！｣していれば、合
格に向けて理想的な状態です。 

 

直前期 
(9 月上 

旬頃～) 

７回転目・８回転目 

◇｢知識に漏れがないか｣…最後の確認を行いながら、納得がいくまで数
回転。特に｢苦手な項目｣や｢△・×が続く問題｣は、重点的に解き込む
ことで、苦手・不得意項目を克服します！ 

◇直前期(追込み時期)の問題演習量が、合否を左右するといっても過言で
はありません。計画的に問題を解き込んでいきましょう。 

※ 巻末にある「シート」を使うことで、解答解説ページを隠すことができますの

で、是非ご活用ください。 



≪目 次≫ 

 

学習項目 問題番号（計200問） 

１．民法－総則Ⅰ 
（制限 行為 能力 者/法律 行為・意思 表示 の有 効性 /取消 及び 追認） 

〔１－１〕～〔１－10〕 

２．民法－総則Ⅱ 
（代理/時効） 

〔２－１〕～〔２－20〕 

３．民法－物権 
（不動産物権の対抗要件（登記）/共有/抵当権） 

〔３－１〕～〔３－24〕 

４．民法－債権総論Ⅰ 
（債権 の発 生・ 消滅 ・譲 渡/債務 不履 行/危 険負 担・受 領遅 滞）  

〔４－１〕～〔４－17〕 

５．民法－債権総論Ⅱ 
（連帯債務/保証債務） 

〔５－１〕～〔５－９〕 

６．民法－債権各論Ⅰ 
（売買/請負） 

〔６－１〕～〔６－17〕 

７．民法－債権各論Ⅱ 
（賃貸借/使用貸借/委任/不法行為） 

〔７－１〕～〔７－25〕 

８．民法－相続 〔８－１〕～〔８－18〕 

９．借地借家法Ⅰ（借地） 〔９－１〕～〔９－16〕 

10．借地借家法Ⅱ（借家） 〔10－１〕～〔10－16〕 

11．区分所有法 〔11－１〕～〔11－14〕 

12．不動産登記法 〔12－１〕～〔12－14〕 

 

～権利関係『１問１答･○×式問題』について～ 

本書の各項目の巻頭には、権利関係『１問１答･○×式問題』を収録しています。

『１問１答･○×式問題』⇒『トレーニング問題(四肢択一式問題)』の順で復習

してみましょう！！ 



権利関係－解説 
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１．民法－総則Ⅰ 
 

●制限行為能力者 

●法律行為・意思表示の有効性 

●取消及び追認 

 

 

 

 

 

 

 



権利関係－問題 
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１．民法 民法の概要、総則Ⅰ（１問１答・〇×式問題） 

<民法の概要> 

１ 意思能力がない者が行った契約は、無効となる。 

 

２ 債権とは、ある者が、特定の他人に対して一定の行為を請求すること

ができる権利をいう。 

 

３ 善意とは、ある事実を知っていることをいい、悪意とは、ある事実を

知らないことをいう。 

 

４ 対抗とは、効力が発生した法律関係を、第三者に主張することをいう。 

 

５ 行為能力とは、契約締結等、法律行為を単独で有効に行える能力をい

う。 

 

６ 無効とは、いったん生じた法律行為の効力を、はじめに遡って消滅さ

せることをいう。 

 



権利関係－解説 
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≪解答解説≫ 

１ 意思能力（自分の行った行為の法的結果がわかる能力）がない者（例：幼

児や泥酔者）が行った契約は、無効となる。<〇> P.2／宅11テキストP.3 

２ 債権とは、ある者（債権者）が、特定の他人（債務者）に対して一定の行

為を請求することができる権利をいう。債権を有している者を債権者といい、

その義務を負担する者を債務者という。<〇> P.6／宅11テキストP.2 

３ 善意とは、ある事実を知らないことをいう。悪意とは、ある事実を知って

いることをいう。<×> P.8／宅11テキストP.2 

４ 対抗とは、効力が発生した法律関係を、第三者に主張すること。そのため

に必要とされる法律上の要件を対抗要件という。<〇> P.8／宅11テキストP.2 

５ 行為能力とは、契約締結等、法律行為を単独で有効に行える能力をいう。

<〇> P.9／宅11テキストP.3 

６ 無効とは、法律行為の効力がはじめから生じていないことをいう。取消と

は、いったん生じた法律行為の効力を、はじめに遡って消滅させることをい

う。<×> P.9／宅11テキストP.2 
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<制限行為能力者> 

１ 成年被後見人とは、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常

況にある者で、家庭裁判所の後見開始の審判を受けたものをいい、その

保護者を成年後見人という。 

 

２ ｢補助開始の審判｣を、本人以外の請求により行うときは、本人の同意

を必要としない。 

 

３ 未成年者が、法定代理人の同意を得ずにした法律行為は、原則として、

取り消すことができる。 

 

４ 成年被後見人が成年後見人の代理によらずにした日常生活に関する行

為は、取り消すことができる。 

 

５ 成年被後見人が成年後見人の事前の同意を得て土地を売却する意思表

示を行った場合、成年後見人は、当該意思表示を取り消すことができる。 

 

６ 被保佐人が、保佐人の同意を得ないで、自ら所有する不動産の売買契

約を締結した場合、取り消すことができる。 

 

７ 被保佐人は、保佐人の同意を得ずにした日常生活に関する行為を、取

り消すことができる。 

 

８ 親Ａが軽度の認知症により借金（借財）を繰り返すようになってしま

ったため、子Ｂが、借金をするにあたりＢの同意が必要となるように補

助開始の審判の申立てをし、家庭裁判所により補助開始の審判がなされ、

ＢがＡの補助人となった。この場合において、ＡがＢの同意を得ずに借

金をしたときは、取り消すことができる。 

 

９ 成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住してい

る建物を売却するためには、家庭裁判所の許可が必要である。 

 

10 被補助人が、補助人の同意を得なければならない行為について、同意

を得ていないにもかかわらず、詐術を用いて相手方に補助人の同意を得

たと信じさせていたときは、被補助人は当該行為を取り消すことができ

ない。 
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≪解答解説≫ 
１ 成年被後見人とは、精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況に

ある者で、家庭裁判所の後見開始の審判を受けたものをいう。そして保護者

は成年後見人という。<〇> P.12／宅11テキストP.4 

２ ｢後見開始の審判｣及び｢保佐開始の審判｣は、本人以外の請求により行われ

るものであっても、本人の同意を必要としない。これに対し、｢補助開始の

審判｣については、本人以外の請求により行うときは、本人の同意が必要と

される。<×> P.12／宅11テキストP.3 

３ 未成年者が、法定代理人（親権者又は未成年後見人）の代理によらず、又

は、同意を得ずにした法律行為は、次の①～③の行為を除いて、取り消すこ

とができる。<〇> P.14／宅11テキストP.3 

① 単に権利を得る、又は、義務を免れる行為 

② 法定代理人から許された一定の財産の処分行為 

③ 法定代理人から許された特定の営業行為 

４ 成年被後見人が、法定代理人（成年後見人）の代理によらずにした法律行

為は、日常生活に関する行為（例：食料品等の日用品の購入、公共交通機関

の利用）を除いて、取り消すことができる。<×> P.14／宅11テキストP.4 

５ 成年被後見人が法定代理人の代理によらずにした法律行為は、原則として、

取り消すことができる。従って、本肢のように、成年後見人の事前の同意を

得ていたとしても、成年被後見人が成年後見人の代理によらずにした土地を

売却する意思表示は、取り消すことができる。<○> P.14／宅11テキストP.4 

６ 被保佐人が、保佐人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を得ないで

した重要な財産上の行為は、取り消すことができる。<○> P.15／宅11テキ

ストP.4 

７ 被保佐人が「重要な財産上の行為（例：不動産を売却する行為）」をする

には、その保佐人の同意を得なければならない。但し、「日用品の購入その

他日常生活に関する行為」については、保佐人の同意を得る必要はない。 

<×> P.15／宅11テキストP.4 

８ 被補助人が、補助人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を得ないで

した同意を得ることを要する特定の法律行為（本肢では借財）は、取り消す

ことができる。<○> P.16／宅11テキストP.4 

９ 成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物又は

その敷地について、売却・賃貸・賃貸借の解除又は抵当権の設定等をするに

は、家庭裁判所の許可を得なければならない。<○> P.16／宅11テキストP.5 

10 制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いた

ときは、その行為を取り消すことができない。従って、本肢の場合、被補助

人は当該行為を取り消すことができない。<○> P.17／宅11テキストP.5 
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<意思表示の有効性> 

１ 心裡留保とは、表意者が内心の意思と表示が一致していないことを知

りながら行った意思表示をいう｡ 

 

２ 心裡留保による意思表示は、相手方が意思表示について悪意であって

も有効である。 

 

３ 心裡留保による意思表示が無効となる場合、その無効を善意の第三者

には、対抗することができない。 

 

４ 錯誤とは、表意者自身が、勘違いでした意思表示をいう。 

 

５ 錯誤に基づく意思表示がされ、その錯誤による意思表示が、法律行為

の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるときは、その

意思表示の無効を主張することも、取り消しをすることもできる。 

 

６ 表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に反す

る錯誤をした場合において、その意思表示を取り消すためには、その事

情が法律行為の基礎とされていることが相手方に表示されている必要は

ない。 

 

７ 錯誤が表意者の重大な過失によるものであった場合、原則として、意

思表示の取消をすることができないが、相手方が表意者に錯誤があるこ

とを知り、又は重大な過失によって知らなかったときは、意思表示の取

消をすることができる。 

 

８ 錯誤による意思表示の取消は、錯誤について善意無過失の第三者に対

抗することができない。 

 

９ 虚偽表示とは、２人の者が互いに示し合わせてする虚偽の意思表示を

いう。 

 

10 虚偽表示による意思表示は、当事者間においては、有効である。 
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≪解答解説≫ 

１ 心裡留保とは、表意者（意思表示をした者）が内心の意思と表示が一致し

ていないことを知りながら行った意思表示をいう（例えば売るつもりがない

のに、「売る」と意思表示した場合）｡<○> P.21／宅11テキストP.6 

２ 心裡留保による意思表示であっても、以下の①又は②の場合には、無効と

なる。<×> P.21／宅11テキストP.6 

① 相手方が悪意（意思表示が真意でないことを知っている）の場合 

② 相手方が善意有過失（意思表示が真意でないことを知ることができる）

の場合  

３ 心裡留保による意思表示の無効は、善意の第三者には、対抗（主張）する

ことができない。心裡留保は本人の帰責性が大きいので、その反面、第三者

が保護されるための要件は善意で足り「無過失」は不要である。<○> P.21

／宅11テキストP.6 

４ 錯誤とは、表意者（意思表示をした者）自身が、勘違いでした意思表示を

いう。<○> P.24／宅11テキストP.7 

５ 錯誤に基づく意思表示がされ、その錯誤による意思表示が、法律行為の目

的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるときは、意思表示を取

り消すことができる。無効となるのではなく、取り消すことができる。<×> 

P.24／宅11テキストP.7 

６ 動機の錯誤（表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真

実に反する錯誤）をした場合において、その意思表示を取り消すためには、

その事情が法律行為の基礎とされていることが表示されていることが必要

である。<×> P.24／宅11テキストP.8 

７ 錯誤が表意者の重大な過失によるものであった場合には、原則として、意

思表示の取消をすることができない。しかし、以下①又は②の場合は、意思

表示の取消をすることができる。<○> P.24／宅11テキストP.8 

① 相手方が表意者に錯誤があることを知り、又は重大な過失によって知ら

なかったとき（相手方が悪意又は重過失）。 

② 相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていたとき（共通錯誤）。 

８ 錯誤による意思表示の取消は、善意無過失の第三者に対抗（主張）するこ

とができない。錯誤は本人の帰責性が小さいので、その反面、第三者が保護

されるための要件として、善意に加え「無過失」が必要となる。<○> P.24

／宅11テキストP.8 

９ 虚偽表示とは、２人の者が互いに示し合わせてする虚偽の意思表示をいう。

<○> P.22／宅11テキストP.6 

10 当事者間においては、その意思表示は、無効となる。<×> P.22／宅11テ

キストP.6 
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11 虚偽表示による意思表示の当事者は、善意の第三者には、その無効を

対抗することができない。 

 

12 ＡがＢと通謀してＡ所有地の登記名義をＢに移転したところ、Ｂはそ

の土地をＣに譲渡し、さらに、Ｃはその土地をＤに譲渡した。Ｃが虚偽

表示について善意であり、Ｄが悪意であれば、Ａは、ＡＢ間の契約が無

効であることを、悪意のＤに対し主張することができる。 

 

13 他人の詐欺によりなされた意思表示や、他人の強迫によりなされた意

思表示は、取り消すことができる。 

 

14 第三者の詐欺により、誤った意思表示をした場合であっても、相手方

が善意無過失であれば、取り消すことはできない。 

 

15 詐欺を理由とする意思表示の取消は、善意無過失の第三者に対抗する

ことはできない。 

 

16 強迫を理由とする意思表示の取消は、善意無過失の第三者に対抗する

ことはできない。 
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≪解答解説≫ 

11 虚偽表示による意思表示の無効は、善意の第三者には、対抗（主張）する

ことができない。虚偽表示は本人の帰責性が大きいので、その反面、第三者

が保護されるための要件は善意で足り「無過失」は不要である。<○> P.22

／宅11テキストP.6 

12 通謀虚偽表示における第三者には、第三者からさらに不動産を譲り受けた

者（転得者）も含まれる。この場合、第三者が悪意であっても、転得者が善

意であれば、その転得者は保護される。また、第三者が善意であれば、転得

者が悪意であっても、その転得者は保護される。従ってＡは、ＡＢ間の契約

が無効であることを、悪意のＤに対し主張することができない。<×> P.23

／宅11テキストP.7 

13 他人の詐欺によりなされた意思表示や、他人の強迫によりなされた意思表

示は、取り消すことができる。<○> P.25,26／宅11テキストP.9 

14 第三者の詐欺により、誤った意思表示をした場合であっても、相手方が善

意無過失であれば、取り消すことはできない。第三者の詐欺による意思表示

は本人の帰責性が小さいので、その反面、相手方が保護されるための要件と

して、善意に加え「無過失」が必要となる。<○> P.25／宅11テキストP.9 

15 詐欺を理由とする意思表示の取消は、善意無過失の第三者に対抗（主張）

することはできない。詐欺による意思表示は本人の帰責性が小さいので、そ

の反面、第三者が保護されるための要件として、善意に加え「無過失」が必

要となる。<○> P.25／宅11テキストP.9 

16 強迫を理由とする意思表示の取消は、第三者（善意・悪意を問わない）に

対しても対抗することができる。従って、詐欺による意思表示の取消とは異

なり、善意無過失の第三者に対しても取消を対抗することができる。<×> 

P.26／宅11テキストP.9 
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Ｂ 制限行為能力者 2008(平20)・問１ 

 

〔１－１〕行為能力に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正し

いものはどれか。 

１ 成年被後見人が行った法律行為は、事理を弁識する能力がある状

態で行われたものであっても、取り消すことができる。ただし、日

用品の購入その他日常生活に関する行為については、この限りでは

ない。 

２ （法改正により不成立の選択肢）未成年者は、婚姻をしていると

きであっても、その法定代理人の同意を得ずに行った法律行為は、

取り消すことができる。ただし、単に権利を得、又は義務を免れる

法律行為については、この限りではない。 

３ 精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者につ

き、４親等内の親族から補助開始の審判の請求があった場合、家庭

裁判所はその事実が認められるときは、本人の同意がないときであ

っても同審判をすることができる。 

４ 被保佐人が、保佐人の同意又はこれに代わる家庭裁判所の許可を

得ないでした土地の売却は、被保佐人が行為能力者であることを相

手方に信じさせるため詐術を用いたときであっても、取り消すこと

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 
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１－１ 正解１ 

 

１ ○／P.12,14／宅11テキストP.4 

成年被後見人が単独でした法律行為は、取り消すことができる。ただ

し、日用品の購入その他日常生活に関する行為については、成年被後見

人が単独でしても、取り消すことができない。なお、この成年被後見人

の取消しについては、その行為時における事理弁識能力の有無を問わな

い。 

２ 法改正により不成立／P.12参考,14参考／宅11テキストP.3参考 

法改正により2022年４月１日から成年年齢は18歳となり、また婚姻で

きる年齢も男女ともに18歳となった。これにより未成年者が婚姻すると

いう事態がなくなったため、肢２は不成立となる（宅建試験で出題され

る法令は、原則、その年の４月１日現在施行されている法令のため、教

材は2022年４月１日に施行されている法令に基づいて作成している）。 

なお、法改正前は「婚姻をした未成年者は、成年に達したものとみな

される」という規定があった。また成年年齢は20歳で、婚姻できる年齢

は男が18歳、女が16歳で、未成年者でも婚姻することができた。 

３ ×／P.12／宅11テキストP.3 

本人以外の一定の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の

同意がなければならない。 

４ ×／P.15,17／宅11テキストP.4,5 

被保佐人が単独でした重要な財産上の行為（本肢の場合、不動産の売

却）は、取り消すことができる。但し、被保佐人（制限行為能力者）が

行為能力者であることを相手方に信じさせるため詐術を用いたときは、

その行為を取り消すことができない。 
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Ｂ 制限行為能力者 2010(平22)・問１改 

 

〔１－２〕制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、

正しいものはどれか。 

１ 土地を売却すると、土地の管理義務を免れることになるので、未

成年者が土地を売却するに当たっては、その法定代理人の同意は必

要ない。 

２ 成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住し

ている建物を売却するためには、家庭裁判所の許可が必要である。 

３ 被保佐人については、不動産を売却する場合だけではなく、日用

品を購入する場合も、保佐人の同意が必要である。 

４ 被補助人が法律行為を行うためには、常に補助人の同意が必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 
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１－２ 正解２ 

 

１ ×／P.14／宅11テキストP.3 

未成年者が法律行為をするには、その法定代理人の同意を得なければ

ならない。但し、単に権利を得、又は義務を免れる法律行為については、

法定代理人の同意を得る必要はない。土地の売買契約（法律行為）は、

「単に権利を得、又は義務を免れる法律行為」には該当しないため、未

成年者が土地を売却するに当たっては、その法定代理人の同意が必要と

なる。 

２ ○／P.16／宅11テキストP.5 

成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物

又はその敷地について、売却・賃貸・賃貸借の解除又は抵当権の設定等

をするには、家庭裁判所の許可を得なければならない。 

３ ×／P.15／宅11テキストP.4 

被保佐人が「重要な財産上の行為（例：不動産を売却する行為）」をす

るには、その保佐人の同意を得なければならない。但し、「日用品の購入

その他日常生活に関する行為」については、保佐人の同意を得る必要は

ない。 

４ ×／P.16／宅11テキストP.4,5 

家庭裁判所は、本人・補助人等一定の者の請求により、被補助人が特

定の法律行為をするにはその補助人の同意を得なければならない旨の審

判をすることができる（補助人の同意を要する旨の審判）。補助人の同意

を要する旨の審判がなされた場合において、被補助人が当該特定の法律

行為を行うときは、その補助人の同意が必要となる。従って、被補助人

が法律行為を行うためには、常に補助人の同意が必要であるというわけ

ではない。 
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Ａ 制限行為能力者 2014(平26)・問９ 

 

〔１－３〕後見人制度に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正

しいものはどれか。 

１ 成年被後見人が第三者との間で建物の贈与を受ける契約をした

場合には、成年後見人は、当該法律行為を取り消すことができない。 

２ 成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住し

ている建物を売却する場合には、家庭裁判所の許可を要しない。 

☆３ 未成年後見人は、自ら後見する未成年者について、後見開始の審

判を請求することはできない。 

４ 成年後見人は家庭裁判所が選任する者であるが、未成年後見人は

必ずしも家庭裁判所が選任する者とは限らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 
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１－３ 正解４ 

 

１ ×／P.14／宅11テキストP.4 

成年被後見人が単独でした法律行為は取り消すことができるが、日用

品の購入その他日常生活に関する行為については、成年被後見人が単独

でしても取り消すことができない。本肢の「成年被後見人が第三者との

間で建物の贈与を受ける契約をする行為」は、日用品の購入その他日常

生活に関する行為には該当しないため、成年被後見人が単独でしても取

り消すことができる。この場合において、成年被後見人、成年後見人の

双方に、取消権が認められる。 

２ ×／P.16／宅11テキストP.5 

成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物

又はその敷地について、売却・賃貸・賃貸借の解除又は抵当権の設定等

をするには、家庭裁判所の許可を得なければならない。従って、成年後

見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住している建物を

売却する場合には、家庭裁判所の許可を要する。 

３ ×／未掲載,P.12参考／宅11テキスト未掲載 

精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者について

は、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、『未成年後見人』、

未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人又は検察

官の請求により、後見開始の審判をすることができる。 

未成年後見人とは、未成年者に親権を行う者がいないとき等（例えば

親権者の死亡）に、未成年者の保護に当たる者である。本肢は例えば、

未成年後見人がいる未成年者について、精神障害等により、未成年後見

人が後見開始の審判を請求する場合が考えられる。 

４ ○／P.13／宅11テキスト未掲載 

なお、未成年者に対して最後に親権を行う者は、遺言で、未成年後見

人を指定することができる。 

 

 



権利関係－問題 

- 16 - 

 

Ａ 制限行為能力者 2016(平28)・問２ 

 

〔１－４〕制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、正しいものはどれか。 

１ 古着の仕入販売に関する営業を許された未成年者は、成年者と同

一の行為能力を有するので、法定代理人の同意を得ないで、自己が

居住するために建物を第三者から購入したとしても、その法定代理

人は当該売買契約を取り消すことができない。 

２ 被保佐人が、不動産を売却する場合には、保佐人の同意が必要で

あるが、贈与の申し出を拒絶する場合には、保佐人の同意は不要で

ある。 

３ 成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住し

ている建物を売却する際、後見監督人がいる場合には、後見監督人

の許可があれば足り、家庭裁判所の許可は不要である。 

４ 被補助人が、補助人の同意を得なければならない行為について、

同意を得ていないにもかかわらず、詐術を用いて相手方に補助人の

同意を得たと信じさせていたときは、被補助人は当該行為を取り消

すことができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 



権利関係－解説 

- 17 - 

 

１－４ 正解４ 

 

１ ×／P.14／宅11テキストP.3 

一種又は数種の営業を許された未成年者は、その営業に関しては、成

年者と同一の行為能力を有する。従って、本肢の場合、古着の仕入販売

に関する営業を許された未成年者は、その営業に関しては、成年者と同

一の行為能力を有するが、自己が居住するために建物を第三者から購入

する行為は、営業に関するものではないので、法定代理人の同意を得な

いで行った場合、その法定代理人は当該売買契約を取り消すことができ

る。 

２ ×／P.15／宅11テキストP.4 

被保佐人が贈与の申し出を拒絶する場合、不動産を売却する場合と同

様に保佐人の同意が必要である。 

３ ×／P.16／宅11テキストP.5 

成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物

又はその敷地について、売却・賃貸・賃貸借の解除又は抵当権の設定等

をするには、家庭裁判所の許可を得なければならない。 

４ ○／P.16,17／宅11テキストP.5 

制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用い

たときは、その行為を取り消すことができない。従って、本肢の場合、

被補助人は当該行為を取り消すことができない。 

 

 



権利関係－問題 
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Ｂ 意思表示 2004(平16)・問１ 

 

〔１－５〕Ａ所有の土地につき、ＡとＢとの間で売買契約を締結し、Ｂが

当該土地につき第三者との間で売買契約を締結していない場合に関する

次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａの売渡し申込みの意思は真意ではなく、ＢもＡの意思が真意で

はないことを知っていた場合、ＡとＢとの意思は合致しているので、

売買契約は有効である。 

２ Ａが、強制執行を逃れるために、実際には売り渡す意思はないの

にＢと通謀して売買契約の締結をしたかのように装った場合、売買

契約は無効である。 

３ Ａが、Ｃの詐欺によってＢとの間で売買契約を締結した場合、Ｃ

の詐欺をＢが知っているか否かにかかわらず、Ａは売買契約を取り

消すことはできない。 

４ Ａが、Ｃの強迫によってＢとの間で売買契約を締結した場合、Ｃ

の強迫をＢが知らなければ、Ａは売買契約を取り消すことができな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 



権利関係－解説 

- 19 - 

 

１－５ 正解２ 

 

１ ×／P.21／宅11テキストP.6 

心裡留保による意思表示は、原則として有効となるが、相手方が表意

者の真意を知り(悪意)、又は知ることができたとき（善意有過失）は、

その意思表示は、無効となる。 

２ ○／P.22／宅11テキストP.6 

ＡＢ間の売買契約は、通謀虚偽表示によるものであるため、無効とな

る。 

３ ×／P.25／宅11テキストP.9 

ＢがＣの詐欺を知らず、かつ知ることができなかったとき(善意無過

失)は、Ａは売買契約を取り消すことができないが、ＢがＣの詐欺を知っ

ていたとき(悪意)又は知ることができたとき（善意有過失）は、Ａは売

買契約を取り消すことができる。 

４ ×／P.26／宅11テキストP.9 

ＢがＣの強迫を知っているか否かにかかわらず、Ａは、売買契約を取

り消すことができる。 

 

 

 



権利関係－問題 

- 20 - 

 

Ｂ 意思表示等 2007(平19)・問１ 

 

〔１－６〕Ａ所有の甲土地についてのＡＢ間の売買契約に関する次の記述

のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａは甲土地を「1,000万円で売却する」という意思表示を行った

が当該意思表示はＡの真意ではなく、Ｂもその旨を知っていた。こ

の場合、Ｂが「1,000万円で購入する」という意思表示をすれば、Ａ

Ｂ間の売買契約は有効に成立する。 

２ ＡＢ間の売買契約が、ＡとＢとで意を通じた仮装のものであった

としても、Ａの売買契約の動機が債権者からの差押えを逃れるとい

うものであることをＢが知っていた場合には、ＡＢ間の売買契約は

有効に成立する。 

３ Ａが第三者Ｃの強迫によりＢとの間で売買契約を締結した場合、

Ｂがその強迫の事実を知っていたか否かにかかわらず、ＡはＡＢ間

の売買契約に関する意思表示を取り消すことができる。 

４ ＡＢ間の売買契約が、Ａが泥酔して意思無能力である間になされ

たものである場合、Ａは、酔いから覚めて売買契約を追認するまで

はいつでも売買契約を取り消すことができ、追認を拒絶すれば、そ

の時点から売買契約は無効となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 



権利関係－解説 
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１－６ 正解３ 

 

１ ×／P.21／宅11テキストP.6 

心裡留保による意思表示は、原則として有効となるが、相手方が表意

者の真意を知り(悪意)、又は知ることができたとき(善意有過失)は、そ

の意思表示は、無効となる。 

２ ×／P.22／宅11テキストP.6 

ＡＢ間の仮装譲渡は、Ａの売買契約の動機につきＢが知っていたか否

かにかかわらず、通謀虚偽表示であるため、無効となる。 

３ ○／P.26／宅11テキストP.9 

ＢがＣの強迫の事実を知っていたか否かにかかわらず、ＡはＡＢ間の

売買契約に関する意思表示を取り消すことができる。 

４ ×／P.2／宅11テキストP.3 

意思能力を欠く者が行った法律行為は、無効となる。従って、ＡＢ間

の売買契約が、Ａが泥酔して意思無能力である間になされたものであれ

ば、売買契約は、はじめから無効である。 

 

 

 

 



権利関係－問題 
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Ｂ 意思表示 2009(平21)・問１改 

 

〔１－７〕民法第95条は、「意思表示は、錯誤に基づくものであって、そ

の錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なもので

あるときは、取り消すことができる。」と定めている。これに関する次

の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 意思表示をなすに当たり、表意者に重大な過失があったときは、

表意者は、原則として、意思表示を取り消すことができない。 

２ 錯誤に基づく意思表示の取消は、表意者又はその代理人若しくは

承継人がすることができる。 

３ 表意者が法律行為の基礎とした事情についての認識が真実に反

する錯誤をした場合、その錯誤による意思表示の取消は、その事情

が法律行為の基礎とされていることが相手方に表示されていたとき

に限り、することができる。 

４ 表意者が法律行為の基礎とした事情を相手方に黙示的に表示し

たにとどまる場合は、その事情についての認識が真実に反するとき

でも、意思表示を取り消すことができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 



権利関係－解説 
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１－７ 正解４ 

 

１ ○／P.24／宅11テキストP.7,8 

錯誤による意思表示は、法律行為の目的及び取引上の社会通念に照ら

して重要なものであるときは、取り消すことができる。ただし、錯誤が

表意者の重大な過失によるものであった場合には、次の①又は②の場合

を除き、意思表示の取消をすることができない。①相手方が表意者に錯

誤があることを知り、又は重大な過失によって知らなかったとき（相手

方が悪意又は重過失）。②相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていたとき

（共通錯誤）。 

２ ○／P.24／宅11テキストP.7 

錯誤に基づく意思表示の取消は、表意者又はその代理人若しくは承継

人がすることができる。 

３ ○／P.24／宅11テキストP.8 

表意者が法律行為の基礎とした事情についての認識が真実に反する錯

誤（動機の錯誤）をした場合、その錯誤による意思表示の取消は、その

事情が法律行為の基礎とされていることが相手方に表示されていたとき

に限り、することができる。 

動機の錯誤は、表意者の内心に秘められていることから、表意者が動

機の錯誤による取消を主張するには、動機の表示が必要となる。 

４ ×／P.24／宅11テキストP.8 

選択肢３で述べたとおりである。動機の表示は、明示的なものだけで

なく黙示的なもの（例えば表意者の態度や行動で動機が相手方に伝わっ

た）であってもいい。 

 



権利関係－問題 

- 24 - 

 

Ｃ 意思表示 2015(平27)・問２ 

 

〔１－８〕Ａは、その所有する甲土地を譲渡する意思がないのに、Ｂと通

謀して、Ａを売主、Ｂを買主とする甲土地の仮装の売買契約を締結した。

この場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っ

ているものはどれか。なお、この問において「善意」又は「悪意」とは、

虚偽表示の事実についての善意又は悪意とする。 

１ 善意のＣがＢから甲土地を買い受けた場合、Ｃがいまだ登記を備

えていなくても、ＡはＡＢ間の売買契約の無効をＣに主張すること

ができない。 

☆２ 善意のＣが、Ｂとの間で、Ｂが甲土地上に建てた乙建物の賃貸借

契約（貸主Ｂ、借主Ｃ）を締結した場合、ＡはＡＢ間の売買契約の

無効をＣに主張することができない。 

☆３ Ｂの債権者である善意のＣが、甲土地を差し押さえた場合、Ａは

ＡＢ間の売買契約の無効をＣに主張することができない。 

４ 甲土地がＢから悪意のＣへ、Ｃから善意のＤへと譲渡された場合、

ＡはＡＢ間の売買契約の無効をＤに主張することができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 



権利関係－解説 
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１－８ 正解２ 

 

１ ○／P.22／宅11テキストP.6 

通謀虚偽表示の無効は、善意の第三者に対抗することができない。こ

の第三者は、「善意」であればよく、「登記」を備えていることまでは、

要件とされていない。従って、ＡはＡＢ間の売買契約の無効を善意のＣ

に主張することができない。 

２ ×／未掲載／宅11テキスト未掲載 

判例は、「通謀虚偽表示の第三者」を、「通謀虚偽表示の目的（通謀虚

偽表示の対象となったもの）につき新たに法律上の利害関係を有するに

至った者」としている。つまり通謀虚偽表示がなされた後に、対象とな

ったものについて、法律上の利害関係を有することになった者である。 

土地の仮装譲受人が当該土地上に建物を建築してこれを他人に賃貸し

た場合、当該建物賃借人(本肢の場合、Ｃ)は、仮装譲渡された土地につ

いては法律上の利害関係を有する者とは認められないため、通謀虚偽表

示における第三者に該当しない。通謀虚偽表示の対象となったもの（土

地）と、第三者が利害関係を持ったもの（建物）が異なるからである。

従って、ＡはＡＢ間の売買契約の無効をＣに主張することができる。 

３ ○／未掲載／宅11テキスト未掲載 

仮装譲渡された不動産に対し差押えをした債権者(本肢の場合、Ｃ)は、

通謀虚偽表示における第三者に該当する。通謀虚偽表示がなされた後に、

対象となったものについて、法律上の利害関係を有することになったと

言えるからである。従って、ＡはＡＢ間の売買契約の無効を善意のＣに

主張することができない。 

４ ○／P.23／宅11テキストP.7 

通謀虚偽表示における第三者には、第三者からさらに不動産を譲り受

けた者(転得者)も含まれる。この場合、第三者(本肢の場合、Ｃ)が悪意

であっても、転得者(本肢の場合、Ｄ)が善意であれば、その転得者は保

護される。従って、ＡはＡＢ間の売買契約の無効を善意のＤに主張する

ことができない。 

 

 



権利関係－問題 
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ＡＡ 意思表示等 2018(平30)・問１ 

 

〔１－９〕ＡがＢに甲土地を売却した場合に関する次の記述のうち、民法

の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

☆１ 甲土地につき売買代金の支払と登記の移転がなされた後、第三者

の詐欺を理由に売買契約が取り消された場合、原状回復のため、Ｂ

はＡに登記を移転する義務を、ＡはＢに代金を返還する義務を負い、

各義務は同時履行の関係となる。 

２ Ａが甲土地を売却した意思表示に錯誤があったとしても、Ａに重

大な過失があって取消を主張することができない場合、Ｂは錯誤を

理由として取消を主張することはできない。 

３ ＡＢ間の売買契約が仮装譲渡であり、その後ＢがＣに甲土地を転

売した場合、Ｃが仮装譲渡の事実を知らなければ、Ａは、Ｃに虚偽

表示による無効を対抗することができない。 

４ Ａが第三者の詐欺によってＢに甲土地を売却し、その後ＢがＤに

甲土地を転売した場合、Ｂが第三者の詐欺の事実を知らず、かつ知

ることができなかったとしても、Ｄが第三者の詐欺の事実を知って

いれば、Ａは詐欺を理由にＡＢ間の売買契約を取り消すことができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 
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１－９ 正解４ 

 

１ ○／未掲載,P.82参考／宅11テキスト未掲載,P.40参考 

売買契約が詐欺を理由に取り消された場合、ＡＢの原状回復義務(登記

を移転する義務と代金を返還する義務)は、同時履行（同時に内容を実現

する）の関係となる。 

２ ○／P.24参考／宅11テキストP.7 

錯誤に基づく取消についての取消権者は、瑕疵ある意思表示をした者

又はその代理人若しくは承継人に限られる。相手方には取消権はない。 

３ ○／P.22／宅11テキストP.6 

通謀虚偽表示の無効は、善意の第三者に対抗することができない。従

って、Ｃが仮装譲渡の事実を知らなければ、ＡはＣに虚偽表示による無

効を対抗することができない。 

４ ×／P.25／宅11テキストP.9 

相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合において

は、相手方がその事実を知っていたとき(悪意)又は知ることができたと

き（善意有過失）、その意思表示を取り消すことができる。従って、本肢

の場合、Ｂが第三者の詐欺の事実を知らず、かつ知ることができなかっ

たとき(善意無過失)は、Ｄが第三者の詐欺の事実を知っていた(悪意)と

しても、Ａは詐欺を理由にＡＢ間の売買契約を取り消すことはできない。 
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ＡＡ 意思表示 2020⑩(令２⑩)・問６ 

 

〔１－10〕ＡとＢとの間で2021年7月1日に締結された売買契約に関する次

の記述のうち、民法の規定によれば、売買契約締結後、ＡがＢに対し、

錯誤による取消しができるものはどれか。 

１ Ａは、自己所有の自動車を100万円で売却するつもりであったが、

重大な過失によりＢに対し「10万円で売却する」と言ってしまい、

Ｂが過失なく「Ａは本当に10万円で売るつもりだ」と信じて購入を

申し込み、ＡＢ間に売買契約が成立した場合 

２ Ａは、自己所有の時価100万円の壺を10万円程度であると思い込

み、Ｂに対し「手元にお金がないので、10万円で売却したい」と言

ったところ、ＢはＡの言葉を信じ「それなら10万円で購入する」と

言って、ＡＢ間に売買契約が成立した場合 

３ Ａは、自己所有の時価100万円の名匠の絵画を贋作だと思い込み、

Ｂに対し「贋作であるので、10万円で売却する」と言ったところ、

Ｂも同様に贋作だと思い込み「贋作なら10万円で購入する」と言っ

て、ＡＢ間に売買契約が成立した場合 

４ Ａは、自己所有の腕時計を100万円で外国人Ｂに売却する際、当

日の正しい為替レート（１ドル100円）を重大な過失により１ドル125

円で計算して「8,000ドルで売却する」と言ってしまい、Ａの錯誤に

ついて過失なく知らなかったＢが「8,000ドルなら買いたい」と言っ

て、ＡＢ間に売買契約が成立した場合 

 

 

 

 

 

Check 欄 

回 数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

解答日 / / / / / / / / / / 

理解度           

理解不足の肢 

にはレ印を！ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

１･２ 

３･４ 

理解度：完璧！→｢○｣ ／ いま一歩→｢△｣ ／ ダメ…→｢×｣ 
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１－10 正解３ 

 

１ 取消ができない／P.24／宅11テキストP.7,8 

意思表示は、意思表示に対応する意思を欠く錯誤（表示の錯誤）に基

づくものであって、その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に

照らして重要なものであるときは、取り消すことができる。しかし、錯

誤が表意者の重大な過失によるものであった場合には、原則として、錯

誤による意思表示の取消しをすることができない。従って本肢では、錯

誤がＡの重大な過失によるものであるため、Ａは、Ｂに対し、錯誤によ

る取消しをすることはできない。 

２ 取消ができない／P.24／宅11テキストP.7,8 

意思表示は、表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識

が真実に反する錯誤（動機の錯誤）に基づくものであって、その錯誤が

法律行為の目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるとき

は、取り消すことができる。また、動機の錯誤による意思表示の取消し

は、その事情が法律行為の基礎とされていることが表示されていたとき

に限り、することができる。従って本肢では、「100万円の壺を10万円程

度であると思い込み」の部分が動機の錯誤にあたるが、その事情が法律

行為の基礎とされていることが表示されていないため、Ａは、Ｂに対し、

錯誤による取消しをすることはできない。 

３ 取消ができる／P.24／宅11テキストP.7,8 

動機の錯誤による意思表示の取消しは、その事情が法律行為の基礎と

されていることが表示されていたときに限り、することができる。従っ

て本肢では、「名匠の絵画を贋作だと思い込み」の部分が動機の錯誤にあ

たるが、その事情が法律行為の基礎とされていることが表示(「贋作であ

るので、10万円で売却する」と言った)されているため、Ａは、Ｂに対し、

錯誤による取消しをすることができる。 

４ 取消ができない／P.24／宅11テキストP.7,8 

意思表示は、意思表示に対応する意思を欠く錯誤（表示の錯誤）に基

づくものであって、その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に

照らして重要なものであるときは、取り消すことができる。しかし、錯

誤が表意者の重大な過失によるものであった場合には、原則として、錯

誤による意思表示の取消しをすることができない。従って本肢では、錯

誤がＡの重大な過失によるものであるため、Ａは、Ｂに対し、錯誤によ

る取消しをすることはできない。 


